
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －
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作業所兼共同住宅 作業所、アパート、一般
住宅が混在する住宅地域

柴崎800 m

特になし 基準方位北
４．８ｍ市道

柴崎駅北西方800 m

雇用・所得環境が改善する中，緩やかな回復が続くことが期待される
。一方，世界的な金融引締め伴う影響等，先行き懸念が存在する。

最寄駅から徒歩圏内に位置する住居系の混在地域で，需要は概ね底堅
い。金利動向が注視されるものの，地価は概ね堅調である。

方位の優位性はあるが，地域内においてほぼ標準的な画地である。特
に個別的要因の変動はなく，市場競争力は普通程度と考えられる。

当該地域は，最寄駅から徒歩圏内の作業所，アパート，一般住宅が混在する住宅地域として成熟している。特段
の地域要因変化もなく，当分の間，現状を維持していくものと思料する。
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更地としての鑑定評価
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円／㎡[　　 　年1月]
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

２試算価格に適用された資料の規範性は同等と考えられる。近隣地域の状況は，作業所，アパート，一般住宅が混在す
る住宅地域として形成されているものの，収益性が十分に取引に反映されるまでには至っておらず，収益性が地価形成
に及ぼす程度はやや低いものと認められる。よって実証的かつ市場参加者の行動を反映した比準価格を標準に，収益価
格を斟酌して，指定基準地及び近隣の標準地との検討を踏まえ，上記の通り鑑定評価額を決定した。

同一需給圏は，主に調布市及び隣接市の京王線沿線に存する駅徒歩圏内の住宅系の混在地域である。主たる需要者の中
心は，上記圏内で事業を営む法人，不動産業者，個人事業者等が考えられる。当該地域は，最寄駅から徒歩圏である事
から，相応の需要が見込まれる。市場での地価水準は，個別性等により大きく異なるものの，概ね３００千円／㎡～４
００千円／㎡前後程度と把握される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

調布(都) － 16

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 6

令和 6 7 1

令和 6 7 3

調布(都)　 － 16 東京都 多摩第２ 不動産鑑定士  浅利　隆文

株式会社不動産市場科学研究所

令和 6 6 27

令和 6 7 2

調布市柴崎一丁目５０番９ 287
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